
【みなさんの意見を募集します】

（仮称）「みんなでまちづくり条例」素案の骨子について、市民のみなさんのご意見をお聞かせください。
（仮称）「みんなでまちづくり条例」素案の骨子 

～市民参加と協働の推進のために～

Ｑ．なぜ、条例を定めるの？

Ａ．市民みんなが自分たちのまちは自分たちで考え、自分たちで創り上げていく、それがまちづくりの原点であると思います。あらゆる行政情報をオープンにし、情報をみんなで共有しながら「ふるさと境港」のまちづくりを市民のみなさんと共に考え、実践する、境港市独自のまちづくりシステムを確立するためです。

Ｑ．この案は、どうやってできたの？

Ａ．平成１６年の１２月に「境港市協働のまちづくり推進懇話会」が市民からの一般公募３名を含む１２名の委員で発足し、また「協働」に詳しい島根大学助教授の毎熊さんをアドバイザーにお迎えし、１ヵ月に１回（現時点で、２２回開催）のペースで集まり、研究を重ね、今回条例素案の骨子を作成したところです。
【はじめに】条例の基本的な枠組み－４つの柱と１つの土台　

　○条例は、下の図に示すとおり、大きく４つの柱（促進、参加、協働、支援）と一つの土台（担保）から成り立っています。

　○以下では、一つずつ簡単に説明をしていきます。

詳細は●●（本編（？））をご覧下さい。
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【Ⅰ．促進】

　１．「促進」の基本的考え方　

　　

○「促進」とは、一人でも多くの市民に、自らの関心や状況に応じた形で「市民活動」に関わってもらえるようにすることです。

○ここで「市民活動」とは、「よりくらしやすいまち」を実現するための様々な活動のことを総称したものです。具体的には、ボランティア活動（清掃から災害復興まで）を行うこと、自治会活動に参加すること、NPOなどで活動することなどです。

　

　２．具体的な取り組み内容　

　　○まずは多くの人に「まちづくり」について関心を持ってもらう必要があります。そのため、ボランティアやNPOなどに関する情報や行政参加の案内など、市報やホームページなどを通じて積極的な情報提供を行います。

　　○平成18年3月にオープンした「境港市民活動センター」（市民会館１階食堂跡）が「促進」の拠点となるよう、有効活用を図ります。特に、市民が気軽に立ち寄れるような場になるようにしていきたいと考えています。

○「促進」の具体的な仕組みとして、例えば、「アダプト制度」（※注）、市民活動保険制度などの導入を検討します。

　　○その他、市民の関心や状況に応じた環境整備を行っていきます。例えば、企業で働く人にはボランティア休暇が取りやすいような環境が必要ですし、自分でボランティアに出かける時間はないけど応援はしたいという人には、寄付のしやすい環境整備が求められます。

※注　アダプト制度・・・道路や公園などを市民が里親となって美化・清掃を行い、行政は清掃用品やごみ袋を支給するなど、市民と行政がお互いに役割を分担し、パートナーシップで環境の美化を図るものです。
【Ⅱ．参加】

　１．「参加」の基本的考え方　
　　

　　　○「参加」にはいろいろなタイプがあります（ボランティア活動への参加、自治会への参加、NPOへの参加など）が、ここでは、行政・行政活動への参加を特に「参加」（「行政参加」）と呼ぶことにしています。

○行政への参加には、素朴な苦情をつたえることから、新しい政策（地域の問題解決のためのアイデア）を提案すること、そして市政の重要な事項について投票を行うことまで、様々な形があります。

２．具体的な取り組み内容　

　　　　　

○行政の活動には、「企画（計画）」、「実施」、「評価」という三つの局面（下の図を参照）がありますが、そのすべてについて「参加」の機会を充実させていきます。

　　


○市民生活に重要な影響を及ぼすような行政の活動について「参加」の機会を確保・拡充することはもちろんですが、それに加えて、市民が“日常的に”行政（職員）と気軽に接することができるような場を設けます。

○「参加」の具体的な制度としては、下記のものがあります。

　

　　　・委員会や審議会などの委員を公募・・・市報やホームページで一般公募
・パブリックコメント制度・・・市の政策などの原案に対する意見を直接、市民から募集し、出された意見を参考に政策などを決定し、その内容を市民に公表する一連の手続き
・市民ワークショップ・・・少人数での自由な意見や共同作業により、合意形成を図る方法
・公聴会・・・市民の意見を広く、直接聴くために行うもの
・説明会・・・市の政策や行財政運営などについて、市民に直接説明が必要な時に行うもの
・政策提案制度・・・市民が自発的に政策を提案できる制度
・住民投票制度・・・市政運営上の重要事項【例えば、市町村合併など】について、市民の意思を市政に反映させる制度　　など

【Ⅲ．協働】

１．「協働」の基本的考え方　
　　

　　○「協働」とは、NPO、行政、企業、自治会など、「団体」同士が、対等な立場で力を合わせ、地域の問題解決に取り組むことを意味します。

○具体的な形態としては、行政からNPOなどへの事業の「委託」、一緒にイベント等を行う「共催」、明確な役割分担のもと一定期間継続的に協力しあう「事業協力」などがあります。

　２．具体的な取り組み内容　

　　○前述した行政活動の三局面（企画⇒実施⇒評価）全てについて、「協働」の可能性を探ります。

　　○団体同士（例えば、行政とNPO）の関係に関する原則を明示します。たとえば、対等であること、お互いに責任を明確にすること、信頼関係を構築すること、などです。

　　○NPO、自治会などから「協働」事業の提案ができるような制度を設けます。

　　○「協働」事業に関わるNPOなどの登録制度について検討します。

【Ⅳ．支援】

１．「支援」の基本的考え方　
　　○「支援」とは、NPOや自治会など「民間団体」がより円滑にその活動を進めることができるよう、様々な形（財政面、情報面、人的側面）でサポートしていくことです。

○条例では、行政がなすべきことを中心に定めますが、最終的には、市民一人一人の「支援」が「みんなでまちづくり」の成否の鍵を握っていると言えます。

　

　２．具体的な取り組み内容　
　　○例えば、「法人格を取得したばかりのNPO」と「長期間継続的に活動を続けてきて実績もある団体」とでは自ずから必要とされる「支援」の内容も異なります。各団体の状況やニーズに応じた「支援」を行っていきます。

　　○具体的には下記のような「支援」制度を検討します。

　　　・各種の助成金等に関する積極的な情報提供

　　　・予算内での税財政上の支援や「まちづくり基金」（仮称）の創設　

・専門相談窓口の設置

・市民活動センターなどの活動拠点の提供や公共施設の柔軟な利用　など

【Ⅴ．担保】

１．「担保」の基本的考え方　
　　○条例にいかに素晴らしいことが書かれていても、それが実際に実行され、効果をあげない限り意味がありません。そのため、条例のなかに、条例の実効性を確保するための仕組みを設けます。これを「担保」と呼びます。

　　○特に、行政に条例をしっかりと守らせるためには市民一人一人の監視が欠かせません。そのための仕組みも用意する必要があります。
　２．具体的な取り組み内容　

　　

○「みんなでまちづくり」を進めるためには、行政自らがまず襟を正す必要があります。行政の改革についても検討していきます。

○「市民活動」の状況や、「促進」「参加」「支援」「協働」についての取り組みをまとめた報告書を毎年度公表します。

○「促進」「参加」「支援」「協働」に関する取り組みをチェックするための第三者機関を設置します。

　　○この条例自体を定期的にあるいは適宜見直すこととします。
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【評価】実施した事業の効果を検証する段階





【実施】計画や予算に基づいて実際に事業を実施する段階





【企画】地域の問題を解決するための案を検討する段階
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